

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ことは許されない（ただし，このことは，ア や イ の帰結といえる。）。最後
に，エ 逮捕限りで身体拘束が終了することがあるとはいえ，逮捕なかりせば
被疑者勾留なしという逮捕と被疑者勾留との一体性が肯定されうることになる。










いることの説明ができないとの批判もあるが，② の立場が ア の機能を否定
するものでは当然ない。そして，ア と イ は相互に排他的な関係にあるとま
ではいえないので，両者をともに肯定する ③ の見解もある。結局のところ，































いう処分の意義をどう見るかという点にあると思われる。仮に，① ～ ③ の
見解が逮捕を積極的な捜査の期間であると認めるものなのであれば，④ の見
解とは全く異なる立場であるということになる。


















































































































































































重の審査に意義を見出す見解，③ ①・② の両方を採る見解，④ 逮捕を勾留
のための引致と見る見解がある。① の見解は，逮捕と被疑者勾留とが二段階
⎝　渡辺・前掲注１，355-336頁。
⎝　複数の論拠を挙げるものとして，廣瀬・前掲注32，67頁，三井・前掲注33，20頁，光
藤・前掲注32，73頁，上口・前掲注36，330頁等。
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に区別されるものと理解され，短期の逮捕が先行することで逮捕前置主義の
趣旨が果たされるため，逮捕前置主義は逮捕の違法と勾留とを規律するもの
ではないとされてきた。この見解に立った場合に，逮捕の違法と勾留とを規
律する手掛かりとなるのは，逮捕に不服申立て手段がないという法形式と，
政策的に違法逮捕を抑止するという考え方である。
　前者は，勾留審査が準抗告等に代わる意味での不服申立て（逮捕を取り消
して，即時の釈放をすることなど）とはなりえず，勾留請求が行われない限
りその効果を発揮できないという点で疑問があり，勾留審査における違法逮
捕の検討は，過去や現在の処分に対する不服申立てというよりも，今後身体
拘束を継続させないという意味でとらえることが適切だと考えられる。
　また，後者については，違法逮捕と勾留との因果関係を考えた場合には，
逮捕と勾留とを切り離すという立場を前提としているのであれば，疑問を生
じさせる。そして，本稿「２」でみたように，逮捕の違法は，多岐にわたる。
手続法・実体法の解釈を誤った結果，違法と評価されたものについては，捜
査機関限りの判断ではおのずから限界のある場面であるといえ，司法的判断
の機会を与える意味で，逮捕の適法性を事後的に速やかに判断する仕組みを
備えておく必要がある。また，身体拘束を行って捜査をすることに対する強
い誘因が逮捕の違法を引き起こしたとみられるもの（任意同行，取調べ，留
置きなどが実質的逮捕に当たる場合）も数多く存在する。このように，逮捕
とは，執行の誤りが生じやすい本来的に危険な手続であるからこそ，短期間
の身体拘束しか許されていないと考えることができ，逮捕自体の要件を整え
るだけでは，その危険を必ずしも除去できない。このような性質の逮捕から
始まる身体拘束を許容する以上は，これに対する安全装置，すなわち身体拘
束を継続することが禁止される場面でないかどうかの審査もまた機能させる
べきであろう。このように考えた場合，まず検討されるべきは，その時点で
問題となっている違法な逮捕に続けて，身体拘束を許容してよいかという点
である。政策的な違法逮捕抑止の枠組みは，必ずしも本質的なものではなく，
補充的に被疑者勾留の制度を支えるものということになるだろう。
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　逮捕と勾留との一体性を前提として，逮捕に続く身体拘束を許容してよい
か，勾留禁止の場合ではないかを審査する役割が，勾留審査には備えられて
いる。逮捕前置主義は，この逮捕と被疑者勾留の一体性を肯定する機能を果
たすものと見るべきであり，誤りの生じやすい逮捕に対して審査を行うこと
で，不当・違法な身体拘束の継続から被疑者を保護するためのものであると
考える。
　本研究は，JSPS 科研費（若手研究20K33347）の助成を受けたものである。
　本稿の執筆にあたり，大阪刑事訴訟法研究会（2023年２月20日）において報告の機会を
いただき，多大なる貴重なご教示を賜った。
